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2030年、2050年に向けた目標（ʻ13年⽐)

地球温暖化ガスの排出量

2030年 46％減（更に50%の高み）, 2050年 C N
エネルギー起源のCO2排出削減

2030年 40/46％

業務用その他 2030年時点 51％減 家庭用 66％減

カーボンニュートラルに向けた社会的要請
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arbon eutrality
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需要家側ですべきこと

エネルギー起源のCO2排出削減イメージ

A×B = 1.0×1.0＝1.0
A×B = 0.7×0.7＝0.49

⇒ 51% CO2削減

×
供給側建物側

Low Energy 

Buildings
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Energy
Infrastructure

CO2排出量削減⽐率︓Bエネルギー消費削減⽐率︓A
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引用）経済産業省,第3回グリーンイノベーション戦略推進会議：資料4, 2020年11月

現状のCO2排出量
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1.消費を減らす
省エネ

オンサイト

2.再エネを増やす
⾃⽴化

オンサイト

3.電源･燃料を替える
ソース選択

オフ･オンサイト

4.吸収･貯蔵･取引
オフセット

(オン･)オフサイト

※Ssope3のカテゴリ除く
建物のカーボンニュートラルメニュー 4

1. 消費を減らす
• 負荷削減（パッシブ計画︓断熱・気密, 日射遮蔽, 昼光利用, 通風 など）

• 高効率機器の選択（機器レベルの合理化・高度化など）

• 高効率システムの構築（排熱回収, 低ロス・合理的な制御など）

２. 再エネを増やす
• 再エネ熱の利用拡⼤（⼤気熱・太陽熱・地中熱・表水など）

• 創エネの導入拡⼤（外壁・ガラスなど建材一体型PV, 風⼒, ⼩水⼒など）

3. 電源・燃料を替える
• グリーンエネルギー源の選択（再エネ電源・グリーン水素・メタネーションガスなど）



国が示す基本的な対策メニュー

CNに向けた 業務用その他 施策
- 建物の省エネルギー化（ZEB・ZEH水準、システム高効率化）

- 徹底的なエネルギー管理の実施（BEMS活用、運用最適化）

- 電気・熱・移動のセクターカップリング促進（再エネ需給調整）etc

ZEH (ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)

地球温暖化対策計画, 令和3年10月22日 閣議決定
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出典）経済産業省



令和2年度 ZEH＋実証事業 令和元年度 ZEH+R強化事業

出典）経済産業省

ZEHと補助金メニュー 6

非常時に地域の自営に貢献しうるモデル（コミュニティZEH）を支援

令和元年度コミュニティZEHによるレジリエンス強化事業

（出所︓積⽔化学⼯業）



住宅性能と健康（ウェルネス） 7

出典）国土交通省スマートウェルネス住宅等推進調査事業

スマートウェルネス住宅

省エネリフォーム後、起床時の最高血圧が平均3.5mmHg 低下し

たことが明らかに。住居の室温や床温度の違いが健康診断結果や
通院人数の違いにも影響するとされる。
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問いその１ 8

大谷・小鹿地区に建つ

住宅・業務用ビル・工場

が目指すところは？

https://www.zedfactory.com/bedzed

ZED BED, Wallington, London, since 1999 Fujisawaサスティナブル・スマートタウン

https://fujisawasst.com/JP/

Bo01, Malmö, Sweden

https://www.21stcenturydevelopment.org/cas

e-studies/bo01/



都市部の街区、農山漁村・離島など、民生部門の電力消費に伴う

CO2排出実質ゼロと、その他部門も国の2030年度目標と整合する

削減を地域特性に応じて実現する地域。※2025年度までに100か所以上選定

地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

① 一人一人が主体となって、今ある技術で取り組める

② 再エネなどの地域資源を最大限に活用することで実現できる

③ 地域の経済活性化、地域課題の解決に貢献できる

経済･雇用：再エネ･自然資源,地産地消

快適･利便：断熱･気密向上,公共交通

循環 経済：生産性向上,資源活用

防災･減災：非常時エネルギー源確保,

生態系保全

脱炭素先行地域 9

出典）環境省 脱炭素地域づくり支援サイト
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/



出典）大林組
https://www.obayashi.co.jp/technofair2016/04sustainable/04_03.html

引用）日立／宮城県で低炭素水素サプライチェーン
https://www.lnews.jp/2017/08/j080810.html

カーボンニュートラル地域モデル 10



未利用エネルギー

工場排熱、地下鉄や地下街の冷暖房排熱、外気

温との温度差がある河川・池や下水、雪氷熱な

ど、有効利用できる可能性があるが、これまで

利用されてこなかったエネルギーの総称。

引用）東京都市サービス(株) https://www.tts-kk.co.jp/dhc/miriyou.html

再エネ熱・未利用エネルギー活用 11

トランスヒートコンテナによる熱供給

出典）三機工業 https://www.sanki.co.jp/product/thc/



OGAL （オガール：山形県紫波町） 12https://ogal.info/
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BCD(業務継続地区)

Business Continuity District：近年は、

大都市におけるエネルギーの自立

化・多重化によるエネルギー面的

ネットワークにより、災害時の業務

継続に必要なエネルギーの安定供給

が確保できるまちづくりについても

重要視されている。

※東京商工会議所パンフレット
（まちづくり委員会・事業継続に関する専門委員会編）

出典） 国土交通省

BCP(事業継続計画)

Business continuity planning：自然災害や

事件、テロといった緊急事態が起きた際、

事業資産への被害を最小限に食い止め、中

核事業を継続させていち早く事業全体を復

旧させるために、平常時や緊急時における

さまざまな対策や方法をまとめた計画のこ

とである。東日本大震災を境に重要視。

災害に強いまちづくり：エネルギー源確保 13



災害に強いまちづくり＆脱炭素貢献（補助金） 14

出典）一般財団法人環境イノベーション情報機構 https://www.eic.or.jp/eic/topics/2023/resi_r05/001/



問いその２ 15

大谷・小鹿地区が

まちのエネルギー供給に

求めることは？

http://www.geohpaj.org/introduction/index1/community

地中熱を利用したコミュニティ

出典）地中熱利用促進協会

https://chiikinetsu.heteml.net/

地域熱供給

出典）資源エネルギー庁
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